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Ａ．研究目的 

 性感染症対策に役立つ感染症発生動向調査お

よびサーベイランスの改善を目的に以下の３つ

の課題に関して研究を行なった。 

1.全国自治体のサーベイランスとその活用の進

展（アンケートの解析）

2.自治体間 STIサーベイランス情報共有への働き

かけ

3.自治体担当者、性感染症治療に関わる医療者

および国民への情報還元 

Ｂ．研究方法 

1．全国自治体のサーベイランスとその活用の進

展（アンケートの解析）

• アウトブレイクの把握：本研究において自治体

（全国の都道府県、政令指定都市、保健所設置

市、特別区の性感染症対策担当者および一部年

度で地方感染症情報センター担当者）を対象に

調査した質問紙調査結果を用いた平成 27、28

年度の結果、および同様の平成 22、23年度の

調査結果とを比較した。 

• 積極的調査と介入（パートナー健診）: 同様に

平成 22年度と 28年度との結果を比較した。

• 自治体間の STI情報の共有：性感染症対策担当

者を対象に 2017 年 1月に電子メールあるいは

郵送により 2016 年の状況に関し質問紙を送付

回収し、分析した。

２．岡山地域の性感染症情報の積極的把握・解析

状況を岡山市保健所を通じて把握した。また、関

西地域の自治体に情報共有の会議を開催した。 

 ３．自治体担当者、性感染症治療に関わる医療

研究要旨 

「性感染症に関する特定感染症予防指針」に基づく対策の現状把握とその推進および性感染症対

策に役立つ感染症発生動向調査およびサーベイランスの改善を目的に以下の検討を行なった。 

1.全国自治体のサーベイランスとその活用の進展（アンケートの解析）：全国の自治体が行う性

感染症発生動向調査の運用や対応の変化・改善を急増している梅毒を含め把握した。梅毒ア

ウトブレイクの把握は大都市にとどまらず増加し 22%に上るが、動向分析や感染経路調査は

一部に止まる。担当職員の経験年数は短く研修等も少なく、有効な対応の普及には人材の強

化が必要である。

2.自治体間 STIサーベイランス情報共有と対応への働きかけ：岡山地域は市、県が積極的な追

加情報の把握・分析やその取り組みの共有を行なっている。東京圏に次ぐ大都市圏である関

西地域にある複数の自治体担当者に STI情報の共有を働きかけた。関西地域では自治体によ

り対策やその進展度が異なっており、直ちに情報共有等の取り組みを進めるのは困難な状況

と思われた。

3.自治体担当者、性感染症治療に関わる医療者および国民への情報還元：研究成果を直接サー

ベイランス及び対策担当者の集まる研究会、学会等によって自治体職員や性感染症治療に関

わる医療者に還元するとともに HPにおいて広く国民全般に情報提供した。
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者および国民への情報還元 

学術雑誌や自治体担当職員が参加する研究会お

よびホームページにおいて研究成果を公表する。 

（倫理面への配慮）本研究には、個人情報および

人や動物への介入を行う内容は含まれていない。 

Ｃ．研究結果 Ｄ．考察 

研究の概要を別添 1に示した。 

1.全国自治体のサーベイランスとその活用の進

展

アウトブレイクの把握に関しては、別添 2にし

めすが結論は以下の通りであった。学会発表（４） 

• この 5 年間に性感染症の集団発生の把握

は梅毒を主として増加し、大都市部に止ま

らず全国の２割以上の自治体で把握して

いる。

• 把握時の対策は啓発、情報提供は普及し、

動向分析や感染経路調査は一部に止まる。 

• 梅毒については 68%の自治体が医療機関

等に追加調査を行っており（H28年度調査）

対策の充実が望まれる。

積極的調査と介入（パートナー健診）に関して

は、別添 3に示すが結論は以下の通りであった。

学会発表（３） 

• 多くの自治体が受検者を通してパートナ

ーへの情報提供を依頼しており、その実施

割合は増加していた。

• 性感染症/HIV感染症両方について受診勧

奨の手順や要領を定めている割合は 28年

度においても全体の4分の1以下であった。 

• パートナーへの受診勧奨の結果を把握し

ている割合は１割と介入効果の評価が十

分に行われていない。

• パートナーに対する介入を推進するため

には手順や要領の策定や評価の実施に関

連する要因を明らかにする必要がある。

自治体間の STI情報の共有に関しては、別添 4

に示すが結論は以下の通りであった。学会発表

（１） 

• 梅毒の増加は広く認識されているが、その

対策に NESID（感染症発生動向調査システム）

や各種委員会等の仕組みは十分機能してお

らず、関係機関との連携も十分とは言えな

い。

• 対策の充実、標準化のためには担当者の育

成や強化が必要である。

2.自治体間STIサーベイランス情報共有への働

きかけ 

岡山県内では、岡山市が梅毒報告の際に積極的

に追加情報を把握・分析しており倉敷市、岡山県

とも情報共有を行い、平成 30年より共有および

分析を行う予定となっていることを岡山市保健

所より把握し、分析結果の情報提供を受けた。 

関西圏の自治体に情報共有に関する会議を依

頼した（別添 5）。その結果、大阪府、大阪市、枚

方市、堺市のサーベイランス担当者が集まる機会

に、時間を設けて、前項目の自治体間の STI情報

共有の現状と課題および増加する梅毒情報の積

極的な把握事例（岡山市、県等）やその共有に関

する情報提供を行なった。 

関西地域では増加する梅毒の積極的な情報把

握や自治体間の情報共有に関しては、地域により

進展度が異なっており、直ちに取り組みを進める

のは困難な状況と思われた。なお、京都市は参加

の意向があったが担当者の時間が合わず参加で

きなかった。 

３：自治体担当者、性感染症治療に関わる医療者

および国民への情報還元 

日本性感染症学会への論文掲載 3題、同総会発表

３演題、日本性感染症学会中四国地方会における

特別報告 1、自治体の感染症情報担当者の全国研

究会である公衆衛生情報研究協議会において１

演題を報告するとともに以下のホームページに

おいて研究成果の公表を行なった。 

http://www.std-shc.net 

Ｅ．結論 

 この 5 年間に性感染症の集団発生の把握

は梅毒を主として増加し、大都市部に止ま

らず全国の２割以上の自治体で把握して

いる。

 把握時の対策は啓発、情報提供は普及して

いるが、動向分析や感染経路調査は一部に

止まる。

 梅毒については 68%の自治体が医療機関

等に追加調査を行っているが、自治体間

STIサーベイランス情報の共有と積極的

な対応は地域により異なる。

 有効な対応の普及には自治体人材の強化

が必要である。

Ｇ．研究発表 

1．論文発表

(1) 中瀨克己、高野つる代、細井舞子、白井千

39



香.全国自治体における性感染症発生動向

調査の運営と活用．日本性感染症学会誌、

28(1),125-130 2017 

(2) 高野つる代、中瀬克己、細井舞子、尾本由

美子、白井千香. 地方感染症情報センター

における性感染症発生動向調査の現状と

課題．日本性感染症学会誌、28(1),131-132

2017

(3) 細井舞子、奥町彰礼、中瀨克己.大阪市に

おける梅毒の発生状況（2007～2016 年）．

日本性感染症学会誌、28(1), 111-117、
2017

2．学会発表 

(1) 中瀨克己、 高野つる代、 細井舞子、梅毒

等に関し自治体が行う調査や関係機関と

連携した対策の現状、日本性感染症学会第

30回学術大会 2017.12.2. 札幌京王プラ

ザホテル

(2) 中瀨克己、 金山博臣、 荒川創一、耳鼻咽

喉科における性感染症の診断 2016 徳

島県全数調査、日本性感染症学会第 30回

学術大会 2017.12.2. 札幌京王プラザホ

テル

(3) 細井  舞子、中瀬 克己、自治体が実施す

る性感染症/HIV 感染症検査において感染

が判明した者のパートナーに対する介入

の変化と課題、日本性感染症学会第 30回

学術大会 2017.12.2.札幌京王プラザホテ

ル

(4) 中瀨克己、高野つる代、細井舞子、自治体

による性感染症アウトブレイク対応の進

展、第３１回公衆衛生情報研究協議会総

会・研究会 H30.1.25-26 和光市 国立保

健医療科学院

(5) 中瀬克己、全国および中国四国地区におけ

る梅毒等性感染症の動向と対策、日本性感

染症学会中国四国支部総会、2018.1. 13.

岡山市 岡山コンベンションセンター

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得

なし 

2. 実用新案登録

なし 

3. その他

なし 
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「性感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策
の推進に関する研究」

性感染症のサーベイランスの改善・強
化・確立に関する研究

研究分担者 中瀨克己（岡山大学医療教育
統合開発センター）

高野つる代：横浜市磯子区福祉保健センター
、細井舞子：大阪市健康局、白井千香:枚方
市保健所、砂川富正、有馬雄三：国立感染症
研究所、中谷友樹（立命館大学）

平成２９年度厚生労働科学研究費補助金
（新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業）

H29年度研究項目
1. 全国自治体のサーベイランスとその活用の進展（
アンケートの解析）：
アウトブレイクの把握、積極的調査・介入、情報共有

2. 自治体間STIサーベイランス情報共有・対応への
働きかけ
岡山地域の情報把握、関西地域の自治体に情報
共有の会議開催

3. 情報還元

1. 日本性感染症学会 論文掲載 2題、総会発表 ３演題
、同中四国地方会 特別報告

2. 公衆衛生情報研究協議会 １演題

3. HPにおける研究成果の公表

別添　1
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H27研究結果、反応から見た課題

 認識、対応に自治体によるバラツキが大きい

 梅毒届出医療機関に対する積極的疫学調査の普
及、充実が必要

 対象（MSM、妊娠可能期）に合わせた啓発が必要

 梅毒検査結果陽性者のパートナー向け資材充実

 自治体間で連携した普及啓発及び検査体制整備

 STDは広域対応の必要性が高い（例、大阪市梅毒感染
地市外 男49%、女41%）

 届出項目（居住地、国籍など）の充実

 自治体間情報共が可能なシステム制限の緩和

耳鼻咽喉科における性感染症の
診断 2016 徳島県全数調査

2017.12.2.

中瀨克己：岡山大学大学院医療教育統合開発センター

金山博臣：徳島大学大学院医歯薬学研究部 泌尿器科学

荒川創一：三田市民病院

2017日本性感染症学会第30回学術大会

日本性感染症学会投稿予定
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結果

回答率は98%(41/42)であった。

性感染症に関する検査
実施医療機関は4箇所
検査件数は梅毒0、淋菌2、クラミジア5

件であった。

性感染症の診断件数は0件であった。

結論
 徳島県の状況を全国に普遍化するには限界があ
るが、現時点で全国的に耳鼻咽喉科を性感染症
定点医療機関に加えるのは早いと考えられる。

 引き続き耳鼻咽喉領域における検査、医療の動向
を注視する必要がある。

謝辞

 徳島大学大学院耳鼻咽喉科教授及び日本耳鼻咽
喉科学会徳島県地方部会会長武田憲昭先生、徳
島県耳鼻咽喉科医会会長高石司先生には調査に
あたり多大なご尽力を頂き感謝申し上げます。
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梅毒等に関し自治体が行う調査や
関係機関と連携した対策の現状

2017.12.2.

中瀨克己：岡山大学大学院医療教育統合開発センター

高野つる代：横浜市旭区福祉保健センター

細井舞子：性感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策
の推進に関する研究班

2017日本性感染症学会第30回学術大会

梅毒動向とアウトブレイクの把握
Q.性行為による感染症の集団発生や通常
以上の増加及びその疑いを平成28年に把
握したことがありますか

93 5 28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

把握していない 不明 把握した

前年の16件より増加
疾患 梅毒26：8県,5指定市,10市,3区
A型肝炎,Ｂ型肝炎,HIV感染症 各１

前年の16件より増加
疾患 梅毒26：8県,5指定市,10市,3区
A型肝炎,Ｂ型肝炎,HIV感染症 各１

44



Ｑ．梅毒報告に関して、記載事項の確認や追加
情報を得るために医療機関に問い合わせた、あ
るいは医療機関や患者等への問い合わせを保健
所に依頼または指示した事がありますか

梅毒に関する積極的疫学調査

N=126 32%                         39%                        29%    

40 49 0 37

0% 20% 40% 60% 80% 100%

確認/追加ともにない 確認はある 確認/追加ともにある

Q.近隣自治体の公開情報を利用したこと
がありますか

Q.近隣自治体と、公開情報以外に情報
を共有したことはあリますか

122 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない ある

107 17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない ある

内、NESID（感染症発生動向調査シ
ステム）を利用したのは８自治体
内、NESID（感染症発生動向調査シ
ステム）を利用したのは８自治体
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Q.周辺等の他自治体、対策を行うNPO、専門家（
大学）等と梅毒、HIV等に関して連携したことがあ
りますか(20件の重複回答を含む)

47 34 31 36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない 動向について情報交換協議した

対策について情報交換協議した 共同して対策を行った

Q.感染症発生動向調査委員会から梅毒/STIに関
し提案を受けたことが (2件の重複回答を含む)

111 7 8 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない 情報活用や還元について受けた 対策について受けた その他

結論

梅毒の増加は広く認識されているが、そ
の対策にNESID（感染症発生動向調査シ

ステム）や各種委員会等の仕組みは十分
機能しておらず、
関係機関との連携も十分とは言えない。

対策の充実、標準化のためには担当者の
育成や強化が必要である。
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自治体による性感染症アウトブレイ
ク対応の進展
○中瀨克己１）、高野つる代２）、細井舞子３

 方法

全国の都道府県、政令指定都市、保健所設置市
、特別区の性感染症対策担当者および一部年度
で地方感染症情報センター担当者を加えて対象と
し、平成22、23年度と平成27、28年度に電子メー
ルおよびメールアドレスが公表されていない場合
には郵送により自記式質問紙を送付し回収した。

第３１回公衆衛生情報研究協議会総会・研究会 H30.1.25-26

（結論）

 この5年間に性感染症の集団発生の把握は梅

毒を主として増加し、大都市部に止まらず全国
の２割以上の自治体で把握している。

 把握時の対策は啓発、情報提供は普及し、動
向分析や感染経路調査は一部に止まる。

 梅毒については68%の自治体が医療機関等
に追加調査を行っており（H28年度調査）対策
の充実が望まれる。
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日本性感染症学会投稿予定

2017日本性感染症学会第30回学術大会

受検者全員にパートナーへの情報提供依頼

47.7%

57.8%

64.3%
68.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

性感染症 HIV感染症

平成22年度

平成28年度
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 多くの自治体が受検者を通してパートナーへの情報
提供を依頼しており、その実施割合は増加してい
た。

 性感染症/HIV感染症両方について受診勧奨の手順
や要領を定めている割合は若干の増加が見られるも
のの、28年度においても全体の4分の1以下であ
り、受診勧奨の結果を把握している割合は全体の
10分の1程度と、一貫した対応に必要と考えられる
手順や要領の策定や介入効果の評価が十分に行われ
ていない現状が明らかとなった。

 パートナーに対する介入を推進するためには介入の
評価に関連する要因 を明らかにする必要がある。

全国および中国四国地区に
おける梅毒等性感染症の
動向と対策

2018.1.13.

岡山大学医療教育統合開発センター

中瀨克己

日本性感染症学会中国四国支部総会
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梅毒報告の推移 2016,17第三四半期

IDSCのHPより引用

動向に地域差があり岡山は急増
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2017年の岡山市における
梅毒の発生動向について

岡山済生会総合病院 臨床研修医

大谷 天人

2017.12.9

岡山市保健所より提供

梅毒報告状況 岡山市2017年47週

 全届出数は100例（1例詳細未）

 昨年比4倍（2016年：25例）。

 女性が約3倍（9例→28例）

 男性が4.5倍（16例→72例）
30代男性約5倍（4人→21人）、40代男性12

倍（2人→24人）が顕著

 男性同性間 昨年比2.5倍（2例→5例）と14年と同等

 83例は異性間、12例詳細不明。
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 風俗利用歴のある男性での急増
 女性では性風俗産業従事者と共に関与がないと
している患者が増加

図。梅毒届出患者数
性風俗利用の有無の年次推移、性別

性風俗利
用あり
性風俗利
用あり

 風俗利用歴のある男性の利用地域で岡山市内
が著増。

 国外での感染が推定されたものが3例。

図。梅毒届出患者 男性
性風俗利用地域の年次推移
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岡山市で用い
ている追加調
査様式

岡山県、倉敷市
も採用

有用だが医療
機関の負担が
大きい

岡山市・泌尿器科
検索結果
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梅毒届出項目

感染地域 （確定・推定）
1．日本国内（ 都道府県 市

区町村）
2．国外（ 国 詳細地域 ）

感染地域 （確定・推定）
1．日本国内（ 都道府県 市

区町村）
2．国外（ 国 詳細地域 ）

従事する病院・診療所
の所在地

従事する病院・診療所
の所在地

日本性感染症学会認定専門医の周知方法
中四国地域のみ抜粋
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患者が受診の参考
となるようにすればどうか？

患者が受診の参考
となるようにすればどうか？

性感染症情報の自治体間共有と活
用について（依頼）
 議題・検討課題

 現在の性感染症対策における課題の共有、特に情報
に関して

 現在得られている性感染症情報の共有と活用の展望

 解析によって得られる可能性がある知見 地理的解
析の例示

 場所 大阪健康安全基盤研究所

 日時 2018.1.17.

 参加自治体：大阪府、大阪市、堺市、東大阪市
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情報共有の依
頼
 関西の自治体に
対し依頼

Jacky M. Jennings, Frank C. Curriero,et.aj,Geographic Identification of 

High Gonorrhea Transmission Areas in Baltimore, Maryland, Am J 

Epidemiol 2005;161:73–80
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STDの地域集積と社会経済的
地域指標との関連分析

社会的公正や健康格差への対
応へ

梅毒報告数の増加率
2011-13/06-08

梅毒報告数
市区男女別 2013

地理表示が有用ではないか
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結論

 この5年間に性感染症の集団発生の把握は梅毒
を主として増加し、大都市部に止まらず全国の２割
以上の自治体で把握している。

 把握時の対策は啓発、情報提供は普及している
が、動向分析や感染経路調査は一部に止まる。

 梅毒については68%の自治体が医療機関等に追
加調査を行っているが、自治体間STIサーベイラン
ス情報の共有と積極的な対応は地域により異なる
。

 有効な対応の普及には自治体人材の強化が必要
である。

今後の継続課題

 梅毒アウトブレイク対応の効果評価にサーベイ
ランスを活用する

 梅毒アウトブレイクへの対応に地域差があること
から、サーベイランス活用を普及する

 全数調査個別データの解析の検討

 口腔を介したSTI感染動向の把握の現状と改善
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第３１回公衆衛生情報研究協議会総会・研究会 平成 30年 1月 25、26日、国立保健医療科学院 

自治体による性感染症アウトブレイク対応の進展 

○中瀨克己１）、高野つる代２）、細井舞子３）

１）岡山大学、２）横浜市旭区福祉保健センター、３）感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策

の推進に関する研究班  

背景 サーベイランスの目的の一つにアウトブレ

イクの早期発見がある。性感染症に関しても欧米で

は梅毒、HIV 感染症を中心に多くのアウトブレイク

事例の報告がなされている。一方、我が国では性感

染症アウトブレイクに関する報告例は近年まで少

なかったが梅毒の急増を反映して報告例がみられ

るようになった。

目的 地方自治体における性感染症アウトブレイ

クおよびその疑いの認知と対応の進展を明らかに

する。

方法 全国の都道府県、政令指定都市、保健所設置

市、特別区の性感染症対策担当者および一部年度で

地方感染症情報センター担当者を加えて対象とし、

平成 22、23 年度と平成 27、28年度に電子メールお

よびメールアドレスが公表されていない場合には

郵送により自記式質問紙を送付し回収した。

結果および考察

回答率 H22,23,27,28 年度の回答者数及び回答率

は 92,68% 114,83%、113,80%、124,87%であった。

集団発生の把握 H22年 23年に「感染症法施行以降

に性感染症の集団発生及びその疑いを把握したこ

とがある」との回答は供に 3自治体で、その疾患は

HIV 感染症、梅毒で両年同じ自治体であった。他は

C 型肝炎と記載なしであった。把握の経緯は、HIV

感染症は医療機関からの情報提供及び患者本人か

らの情報提供であった。梅毒は医療機関からの情報

提供及び感染症発生動向調査の結果、C 型肝炎は医

療機関からの情報提供であった。探知における医療

機関情報の重要性を示すものと考えられる。

把握した際の対策は、HIV 感染症は接触者集団へ

の受診勧奨、梅毒はマスコミを通じた情報提供、C

型肝炎は保健所におけるウイルス抗体検査であっ

た。感染経路特定の調査や拡大防止策としてパート

ナー健診を報告した自治体は無かった。

H27 年度には H26 年 1 月から H27 年 11 月まで、

H28年度には H27年 1月から 12月の期間に限定して

尋ねた。「性感染症の集団発生及びその疑いを把握

したことがある」との回答は、H27 年度 16、H28 年

度は 28 自治体と増加しており H28 年度は回答自治

体の 23%に上った。把握した自治体の内訳は H27 年

度は 3都道府県、3指定市、5保健所設置市、5特別

区、H28 年度は各々 10、5、10、3 の順であり大都

市部に限らず地方でも集団発生やその疑いが把握

されていた。その疾患は H27 年はアメーバ赤痢およ

び A 型肝炎が１箇所で他は梅毒、また H28 年度は A

型 B型肝炎および HIV感染症が各１箇所で他は全て

梅毒であった。 

 把握した際の対策は、啓発や情報提供が最も多く

H27 年度が 11、H28年度が 24自治体が行なったとし

ており、更に分析 4、6、感染経路等調査 4、4 自治

体が実施し対策の内容が広がってきている。また、

上記以外の対策として H28年度には保健所での梅毒

検査や即日検査など 3 件があった。「梅毒報告に関

して医療機関や患者へ確認や追加の調査を行うあ

るいはその指示をした」自治体は H28 年度で 68%あ

り積極的疫学調査の充実が望まれる。 

対策担当者 対策担当者の経験年数は H22,23 年度

平均で 2 年未満が 67%、2-4 年が 26%、H27,28 年度

が同じく 56,32%と大きく変わっていない。また、H29

年調査ではサーベイランスの運用や対策への活用

に関する研修へ参加したことがあるのは 27%に止ま

っていた。地方感染症情報センターの担当年数は、

H27 年度で 2年未満が 32%、2-4 年が 43%と対策担当

より長く、部門間の情報交換や協働しての対策が有

用であろう。 

結論 この5年間に性感染症の集団発生の把握は梅

毒を主として増加し、大都市部に止まらず全国の２

割以上の自治体で把握している。把握時の対策は啓

発、情報提供に加え、動向分析や感染経路調査は一

部に止まり、梅毒については医療機関等に追加の調

査を行う自治体が 68%に上ることを考えると対策の

充実が望まれる。 

 本研究は平成 22、23 年度厚生労働科学研究費補

助金「我が国の感染症サーベイランスシステムの改

善・強化に関する研究」平成 27,28 年度新型インフ

ルエンザ等新興・再興感染症研究事業「性感染症に

関する特定感染症予防指針に基づく対策の推進に

関する研究」の補助を得て行った。

別添　2
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演題発表内容に関連し、筆頭発表者ならびに筆
頭発表者の配偶者、一親等の親族及び生計を共
にする者に開示すべき利益相反（ＣＯＩ）関係
にある企業などはありません。

別添　3
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性感染症感染が判明した者の性的パート
ナーは最も性感染症感染リスクの高い集団
であり、諸外国においては、性感染症対策
におけるパートナーを対象とした健診は標
準化・制度化が進んでいる。

我が国では性感染症/HIV感染症感染が判明
した者の現在及び過去の性的パートナーに
対して早期診断機会を提供するための健診
の制度は整備されていない。

「性感染症に関する特定感染症予防指針」
では「当該受診者の性的接触の相手方にも
必要な情報提供等の支援を行い、必要な場
合には、医療に結び付け、感染拡大の防止
を図ることも重要である。」と性的パート
ナーに対する支援を行い、医療につなげる
必要性が示されている。

61



自治体が実施する性感染症/HIV感染症検査
において感染が判明した者のパートナーに
対する介入の変化と課題を明らかにする。

全国の都道府県、政令市、保健所設置市、
特別区の性感染症担当者を対象に平成22年
度、28年度に電子メール等により自記式質
問紙を送付し回収した。
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質問紙送付数および回収数

年度 送付数 回収数 回収率

平成22年度 135 94 69.6%

平成28年度 142 126 88.7%

自治体種別毎の送付数/回収数（回収率）

年度 都道府県 特別区 政令市
保健所
設置市

計

平成22年度
40/47
（85.1%）

9/23
（39.1%）

12/17
（70.6%）

33/48
（68.8%）

94/135
（69.6%）

平成28年度
40/47
（85.1%）

16/23
（69.6%）

20/20
（100.0%）

50/52
（96.2%）

126/142
（88.7%）

63



回答のあった自治体種別割合

40

40

16

9

20

12

50

33

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度

平成22年度

都道府県 特別区 政令市 保健所

設置市

受検者全員にパートナーへの情報提供を依
頼した割合

47.7%

57.8%

64.3%
68.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

性感染症 HIV感染症

平成22年度

平成28年度
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受診勧奨にあたり資料を使用している割合

3.1%

17.2%

43.8%

2.4%

15.1%

52.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成22年度

平成28年度

受診勧奨の手順や要領を定めている割合

0.8%

15.6%

13.3%

1.6%

6.3%

15.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

平成22年度

平成28年度
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受診勧奨の結果を把握している割合

17.9%

11.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

平成22年度 平成28年度

 多くの自治体が受検者を通してパートナーへの
情報提供を依頼しており、その実施割合は増加
していた。

 性感染症/HIV感染症両方について受診勧奨の手
順や要領を定めている割合は28年度においても
全体の4分の1以下であった。

 パートナーへの受診勧奨の結果を把握している
割合は１割と介入効果の評価が十分に行われて
いない。

 パートナーに対する介入を推進するためには
手順や要領の策定や評価の実施に関連する要因
を明らかにする必要がある。
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梅毒等に関し自治体が行う調査や
関係機関と連携した対策の現状

2017.12.2.

中瀨克己：岡山大学大学院医療教育統合開発センター

高野つる代：横浜市旭区福祉保健センター

細井舞子：性感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策
の推進に関する研究班

2017日本性感染症学会第30回学術大会

目的
梅毒等性感染症に関し自治体が行う調査
や関係機関と連携した対策及び性感染症
担当者の現状を明らかにする。

方法

都道府県／保健所設置市区の性感染症対
策担当者を対象に2017年1月に電子メー
ルあるいは郵送により2016年の状況に関
し質問紙を送付回収した。

別添　4
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配布数 回答数 回答率

都道府県 47 40 85.1%

政令指定
都市 20 20100.0%

保健所
設置市 52 50 96.2%

特別区 23 16 69.6%

全体 142 126 88.7%

回答率

 回答自治体の内訳

都道府

県
33%

政令市
14%

保健所

設置市
37%

特別区
16%

Ｑ．梅毒報告に関して、記載事項の確認や追加
情報を得るために医療機関に問い合わせた、あ
るいは医療機関や患者等への問い合わせを保健
所に依頼または指示した事がありますか

梅毒に関する積極的疫学調査

N=126 32%  39%  29% 

40 49 0 37

0% 20% 40% 60% 80% 100%

確認/追加ともにない 確認はある 確認/追加ともにある
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梅毒に関する積極的疫学調査
Q.問い合わせた対象／内容は以下の
どれに当たりますか パートナーへの告知・受

診勧奨14,治療9,HIV検
査の実施・結果4,無症
候での検査理由

パートナーへの告知・受
診勧奨14,治療9,HIV検
査の実施・結果4,無症
候での検査理由

自
治
体
数

Q.貴自治体では梅毒報告の増加につ
いて検討されましたか

梅毒動向とアウトブレイクの把握

26 15 85

0% 20% 40% 60% 80% 100%

検討していない 増加していない 増加している
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梅毒動向とアウトブレイクの把握
Q.性行為による感染症の集団発生や通常
以上の増加及びその疑いを平成28年に把
握したことがありますか

93 5 28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

把握していない 不明 把握した

前年の16件より増加
疾患 梅毒26：8県,5指定市,10市,3区
A型肝炎,Ｂ型肝炎,HIV感染症 各１

前年の16件より増加
疾患 梅毒26：8県,5指定市,10市,3区
A型肝炎,Ｂ型肝炎,HIV感染症 各１

アウトブレイクの把握と対応
Q.その際、何らかの対応を行いましたか

梅毒：接触者調査、調査のための有識者会議、
保健所での迅速梅毒検査

B型肝炎：検体遺伝子分析 など

2 4 6
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3
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Q.梅毒発生届けの情報不足が動向の分析/還元

や対策において支障となったことがありますか

95 30

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない ある

11

34

45

6

20

26

23

30

53

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県

市区

全体

希望する 変更する必要性は感じない 判断できない

Q.梅毒発生届けに項目の追加や変更を希望しま
すか

性感染症対策
広域協力の必要性

大阪市にお
ける梅毒推
定感染地
半数近くが
大阪市外

2016年日本性
感染症学会報
告 細井らによ
る
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Q.近隣自治体の公開情報を利用したこと
がありますか

Q.近隣自治体と、公開情報以外に情報
を共有したことはあリますか

122 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない ある

107 17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない ある

内、NESID（感染症発生動向調査シ
ステム）を利用したのは８自治体

内、NESID（感染症発生動向調査シ
ステム）を利用したのは８自治体

Q.周辺等の他自治体、対策を行うNPO、専門家（

大学）等と梅毒、HIV等に関して連携したことがあ
りますか(20件の重複回答を含む)

47 34 31 36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない 動向について情報交換協議した

対策について情報交換協議した 共同して対策を行った

Q.感染症発生動向調査委員会から梅毒/STIに関

し提案を受けたことが (2件の重複回答を含む)

111 7 8 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない 情報活用や還元について受けた 対策について受けた その他
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英国健康保護局の
標準対応
STI outbreak guidance 
SHPBApproved031110

collaboration with the British Association for Sexual Health 

and HIV (BASHH) and the Public Health Medicine 

Environmental Group (PHMEG).

 通常よりの増加

 初期対応

 増加と意義の確認

 チーム形成 関連部局と
連携

 コントロール

 疫学、微生物学的調査

 介入

 評価

STIサーベイラ

ンス運用ガイ
ドライン
を作成し

対応の標準化
を働きかけ

日本性感染症学会誌 vol.24,No.1,57-62, 2013
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Q.地方自治体におけるSTI対策担当者の
職種と担当年数

人
人

0

20

40

60

80

92 15 19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

したことはない 自治体内での研修に参加した 外部の研修に参加した

Q.サーベイランスの運用や対策への活用に関す
る研修に参加経験

0

20

40

60

80 57％57％

結論

梅毒の増加は広く認識されているが、そ
の対策にNESID（感染症発生動向調査シ

ステム）や各種委員会等の仕組みは十分
機能しておらず、
関係機関との連携も十分とは言えない。

対策の充実、標準化のためには担当者の
育成や強化が必要である。
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自治体性感染症対策および発生動向担当者殿

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業

「性感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策の推進に関する研究」

性感染症に関するサーベイランスの改善・強化・確立 

分担研究者 中瀨克己（岡山大学）

平成 29 年 12 月 12 日 

性感染症情報の自治体間共有と活用について（依頼）

平素より公衆衛生の向上への取組みに敬意を評します。

 さて、私共は表記の厚生労働科学研究費の補助を得て、性感染症に関するサ

ーベイランスの改善・強化・確立に関する研究を行なっております。今回以下

のような背景を踏まえ、会議を開催したいのでご参加、ご協力をお願いいたし

ます。

議題・検討課題

 現在の性感染症対策における課題の共有、特に情報に関して

 現在得られている性感染症情報の共有と活用の展望

 解析によって得られる可能性がある知見 地理的解析の例示

日時 平成 29 年から 30 年 2 月頃に１、２回開催 各自治体等のご都合に合わ

せて決定させて頂く予定です。

場所 大阪市内など

参加依頼自治体

大阪府、大阪市、京都市、神戸市、枚方市、堺市等の性感染症サーベイランス

および対策担当者

研究班の分担研究者および研究協力者（中瀨：岡山大学、中谷：立命館大学 等） 

別添　5
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背景

 近年梅毒報告が急増しており報告例が多い都市部では効果的な対策が望まれ

る。一方都市部では自治体をまたいだ住民の移動が多く、梅毒報告例の罹患地

と診断地とが異なる割合が高い。このことから、自治体が協同して梅毒に限ら

ず性感染症対策を行うと効果的であることが想像される。しかし、具体的に自

治体が協同した対策の例はわが国ではほとんど報告されておらず、対策やその

効果の評価が蓄積されていない。

 欧米では性感染症報告例の居住地や人種情報を用いて罹患状況を地図表示す

るなど、検査等の働きかけを効果的に行う地域や集団を明確化する試みが報告

されている。また、我が国の梅毒報告例の地理的集積に関する試行的な解析は

当研究班として行なった経験がある。

大阪府、大阪市、堺市等大阪府下の自治体では既に NESID システムにて、性

感染症に関しても互いに一部情報の閲覧が可能なように設定している。この状

況を踏まえ、効果的な対策の立案や評価に有用な性感染症に関して共有する情

報や解析について検討を行いたいのでご参加を御願いします。

本研究班の研究成果は以下ページにて公開しておりますので、よろしければご

参照下さい。

http://std-shc.net 
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